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1 . はじめに 

多摩ニュータウン(以下 NT)は 1960 年代に事業決

定し、当面は急務であった住宅の大量供給を目的と

したが、当時からいずれは自立型の NT へ転換する

ことを想定していた。そこで重要となる都市機能の

集積を促進する地区として、現在の多摩センター駅

周辺を中央センターに位置づけ、NT 区域のみでなく

南多摩地域全体の中心拠点となるよう計画した。 

実際に多機能複合化が進み始めた 80 年代以降、中

心地区に対する考え方には変更が見られ、1990 年の

マスタープランでは南大沢地区、若葉台地区を加え

た 3 地区を核とする計画となった。その中でも多摩

センター地区を広域的で求心性の強いセンターとし

て位置づけている。しかし現在、南多摩地域には大

規模な商業集積地が複数立地しており、計画で想定

した以上の発展を見せる地区もある。 

意図に基づき開発を進めた NT の実態を明らかに

し、課題を整理することは、今後、既存 NT の持続

性を検討する上でも、途上国への開発技術の輸出を

議論する上でも重要であると考えられる。本研究で

は、商業機能に着目した多摩 NT におけるセンター

計画への事後評価を行うことを目的として、南多摩

地域における商圏構造の変化と住民の利用実態を把

握し、多摩センター地区の位置づけを明らかにする。 

2 . 多摩センター地区の実態分析 

2.1 多摩センター地区の商圏推移 

 分析には(ⅰ)式のハフモデルを用いて、商業集積地

の商圏を各居住地からの来街確率として表現する。 
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商業集積地の魅力度 Sjは商業面積とし、全国大型 

 

 

小売店舗総覧に掲載された面積 3000ha 以上の小売

店舗を対象として、東京都市圏パーソントリップ調

査の小ゾーン単位で総面積を集計したものを用いる。

また、東京都市圏パーソントリップ調査データから、

ゾーン間の平均所要時間を時間距離 Tij として使用

し、距離抵抗値と呼ばれるパラメータλは、対象地

域内における各ゾーン間のトリップ割合を真値とし

て最小二乗法と逐次近似法によって求めた。 

多摩センター地区の影響圏を知る為、多摩地域全

体と川崎市北部、相模原市北部を対象地域とし、昭

和 63 年、平成 10 年、平成 20 年の 3 時点で比較し

た。図 1 は変数を(ⅰ)式に代入することで得たゾーン

間の来街確率から、多摩センター地区への来街確率

を 0.002 ごとで区切り、塗り分けたものである。 

 

図 1 多摩センター地区の商圏推移 

 昭和 63 年から平成 10 年にかけて、商業施設の集

積を促進した結果、商圏は大きく広がっていること

がわかる。しかし平成 20 年にかけて範囲の拡大は見

られず、一部の地域では来街確率の減少がみられる。 

一方で、多摩 NT の西部地区センターとして位置

づけられていた南大沢地区の商圏範囲は平成 10 年

以降急激に拡大しており、多摩市、町田市や神奈川

県域からの来街確率も高い。この間で南大沢地区で

は、業務施設の誘致困難による余地をアウトレット

モールとして開業するなどしており、その結果であ
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るといえる。また、多摩センター地区と小田急多摩

線で接続される新百合ヶ丘駅周辺地区についても、

平成 10 年から、特に川崎市内からの来街確率が上昇

しており、これら周辺地域の発展は多摩センター地

区の利用にも影響を与えていると考えられる。 

2.2 利用実態調査 

 多摩 NT 内及び近隣地域の住民について、多摩セ

ンター地区の利用実態を把握する為、アンケート調

査を行った。調査概要は表 1 の通りである。 

表 1 利用実態調査の概要 

 

【各商業集積地の利用状況】 

図 2 は商業集積地を利用する際の目的について 5

段階で尋ね、世代別の平均値を示したものである。 

 

図 2 年代別の商業集積地の利用目的 

多摩センター地区において、「高品質、高級な商品

を購入」に対して比較的若い世代ほど値が低くなっ

ている。また、「買物を楽しみに行く」に対してはど

の世代でも低い傾向にある。一方で、南大沢地区に

対しては特に若い世代ほど高くなっており、新百合

ヶ丘に対しても 40-50 代においてやや高い傾向がみ

られる。このことから、計画当初は百貨店誘致によ

って広域性を持たせることが出来ると考えられてい

たが、商業施設の多様化が進み、魅力としてそれだ

けでは不十分である可能性が考えられる。 

しかし、「映画・レジャー」や「飲食店」など、日

常的な娯楽施設に対する値は若い世代で高く、他の 2

地区と比較しても相対的な低さは見られない。 

【買物行動パターンと利用状況の関係】 

調査では、買回り品の購入時における、交通手段

や重視する点などを設問に設けた。これらを買物行

動パターンとし、多摩センター地区の利用目的とし

て、非日常的な買物と見なせる「質が高い商品・高

級品を購入」との関連についてクロス集計を行った。 

 

図 3 高級品の買物利用と自家用車利用の関係 

 

図 4 高級品の買物利用と買回り行動の関係 

 図 3 より、多摩センター地区を非日常的な買物先

として利用する人において、自家用車の利用が高く、

鉄道網の発達による行動範囲の拡大が利用機会の減

少を招いている可能性が考えられる。 

 また図 4 は、目当ての商品を決めてから行く人が

多い傾向を示しており、商業集積地内での比較検討

が行えるよう地区内の充実を図る必要が考えられる。 

3 . まとめ 

多摩センター地区は、相対的関係でみると周辺の 

商業集積地に対して優位とは言えず、これは一定の

施設集積は進んだものの、周辺の発展規模が想定以

上であったことによるといえる。また利用状況には、

世代や、行動パターンによる差異が見られた。 

 多摩 NT の開発事業は約 40 年に及んでおり、その

中で経済状況や社会需要を考慮し幾度も検討が重ね

られてきている。調査から、計画通りの事業展開が

困難となり対応策を打った南大沢地区において、比

較的若い世代から利用されていることが明らかとな

っており、商業施設の多様化や、近隣住民の需要に

合わせた施設計画の見直しが重要であると考えられ

る。また、商業機能において広域性の低下が見られ

る一方で娯楽施設は利用されているなど、施設の種

類によって利用圏域は異なっている。計画時の各種

施設における適切な圏域設定が必要だと考えられる。 
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